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議第 48号 

 

 

 

 

 

令和２年度南伊豆町水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和２年度南伊豆町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１ 総 配 水 量 1,614千㎥ 

２ 給 水 戸 数 5,333戸 

３ 建設改良事業 128,865千円 

（１）工事費他 124,230千円 

（２）事 務 費  4,635千円 



（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第１款　水道事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

支出

第１款　水道事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第３項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額152,957千円は、過年度損益勘定留保資金

144,475千円、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額8,482千円で補てんするものと

する。）

収入

第１款　資本的収入 千円

第１項　他会計繰入金 千円

第２項　国県補助金 千円

第３項　企業債 千円

第５項　建設改良工事負担金 千円

支出

第１款　資本的支出 千円

　第１項　建設改良費 千円

　第２項　企業債償還金 千円

　第３項　予備費 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

固定資産台帳整備業務委託

水 道 台 帳 整 備 業 務 委 託

限 度 額

8,250千円

10,250千円

期 間

令和３年度から令和４年度

令和３年度

21,090

事 項

81,298

338,499

318,117

128,865

220,163

10,000

250,673

19,382

320,503

67,206

1,000

23,000

69,830

11,586

11,530
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（企業債）

第６条　企業債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定める。

１　営業費用及び営業外費用の相互間流用  

２　建設改良費及び企業債償還金の相互間流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費は、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費の金額を流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１　職員給与費 千円

（たな卸資産の購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、3,260千円と定める。

令和２年２月25日提出

賀茂郡南伊豆町長　岡 部　克 仁

借入先の貸し付け条件に
よる。ただし、財政等の
都合により措置期間及び
償還限度を短縮し、もし
くは繰上償還又は低利債
に借換することができ
る。なお、起債の全部又
は一部を翌年度へ繰越し
て借入れることができ
る。

23,000

合　　計 23,000

11,951

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法

生活基盤耐震
化等事業

千円

証書借入

政府資金
は指定利
率その他
は2.0％以
内。
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(単位：千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 水道事業収益

１ 営業収益

２ 営業外収益

令和２年度 南伊豆町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

主たる営業活動以外か
ら生ずる収益

収　　入

主たる営業活動から生
ずる収益

320,503

250,673

１ 受取利息及び
   配当金

１ 給水収益

8,273

3

32,668

３ その他営業収益

345
不用品売却その他の雑
収益

水道料金

69,830

242,400

償却資産の取得又は改良に
伴い交付された補助金等の
減価償却額の見合い分

企業会計事務等委託料
及び給水負担金等

６ 長期前受金戻入

一般会計補助金

36,814

５ 他会計補助金

預金利子

２ 雑収益
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(単位：千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 水道事業費用

１ 営業費用

２ 営業外費用

３ 予備費

３ 消費税 3,000

支　　出

45,462
原水の取水ろ過等及び
水道施設の維持管理に
要する費用

338,499

60 材料売却原価費用

６ 資産減耗費 2,055 固定資産除却費用

５ 減価償却費

７ その他営業費用

143,986 固定資産償却費用

410
給水装置の新設時の貯
蔵品振替費用

318,117
主たる営業活動に要す
る費用

３ 総係費 126,144
事業経営全般に関する
経費

２ 受託工事費

１ 原水浄水送水配水
   給水費

19,382
金融及び財務活動等に
要する費用

16,332
企業債利息及び一時借
入金利息

２ 雑支出 50

１ 支払利息及び
   企業債取扱諸費

1,000

１ 予備費 1,000
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(単位：千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資本的収入

１ 他会計繰入金

２ 国県補助金

３ 企業債

１ 建設改良工事
　 負担金

11,586

生活基盤耐震化等事業
に係る国庫補助金

21,090
水道施設整備事業に伴
う消火栓増径負担金等

23,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入

１ 一般会計繰入金 11,586

67,206

５ 建設改良工事
　 負担金

水道の建設改良に要す
る一般会計繰入金

11,530

21,090

１ 企業債

１ 国県補助金

生活基盤耐震化等事業
に係る企業債

23,000

11,530
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(単位：千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資本的支出

１ 建設改良費

２ 企業債償還金

３ 予備費

企業債の元金償還金

10,000

１ 予備費 10,000

１ 企業債償還金 81,298

１ 水道施設改良費 128,865
水道施設の建設改良に
要する経費

81,298

128,865

支　　出

220,163
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

      当年度純利益 △23,068

　    減価償却費 143,986

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △4

　　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 26

　　　長期前受金戻入額 △36,814

　　　受取利息及び受取配当金 △3

　　　支払利息 16,332

　　　有形固定資産除却費 2,050

　　　未収金の増減額（△は増加） △9,777

　　　未払金の増減額（△は減少） △269

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △394

　　　預り金の増減額（△は減少） 0

　　　小　　計 92,065

　　　利息及び配当金の受取額 3

　　　利息の支払額 △16,332

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 75,736

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △126,654

　　　有形固定資産の売却による収入 0

　　　補助金等による収入 10,212

　　　負担金等による収入 18,680

　　　一般会計出資金による収入 11,586

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △86,176

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 23,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △81,298

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △58,298

　　資金増加額（又は減少額） △68,738

　　資金期首残高 96,267

　　資金期末残高 27,529

令和２年度 南伊豆町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）
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１　総　　括

本
年
度

前
年
度

比
 
較

手当等の内訳

前 年 度

 比　較 

本 年 度

0

0

0

給 与 費 明 細 書　

合　計

（千円）

2,687

3,597

△910

本 年 度

前 年 度

比　較 

区  分

0

0

1,802

期末勤勉

（千円）

2,771

△969

児　童

（千円）

0

0

0

管理職特別

（千円）

18

0

18

宿日直

（千円）

0

234 133 316

△78 264 △105 0 △40

143

（千円）

65 264 129 133 276

（千円） （千円）
区  分

時間外管理職住 居扶 養

（千円） （千円）

11,912

△3,112

37

0

0

0

0

通 勤

△2,185

20

△2,165

△51

△4,106

0

0

 11,951

 11,371

（千円）

 7,316

  4,635

 4,686

 16,057

△4,055

給 与 費

報 酬

3

0

（千円）

0

0

0

0

2

1

3

2

1

0

0

職 員 数

特別職 一般職

（人） （人）

0

0 0

0

給 料

（千円）

3,897

2,253

6,150

6,082

2,233

8,315

手 当

（千円）

1,532

1,155

2,687

賃 金

（千円）

0

0

0

△927

17

△910

0

0

0

0

0

（千円）

5,429

3,408

8,837

8,5412,459

△1,031

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合 計

合 計

0

0

0

3,371

△3,075

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

△943

△88

1,887

 1,227

3,114

2,830

1,138

3,597

法定福利費 合 計
区 分

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合 計

（千円）

 1,315

4,145

計
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２　給料及び手当の増減額の明細書

増 減 額

（千円）

△2,165
人事異動による
減等

△910
人事異動による
減等

３　給料及び手当の状況

(１) 職員１人当りの給与

平成31年４月１日
現　在

平均給料月額　(円) 377,955

平均給与月額　(円) 415,500

平均年齢　　　(歳) 41.67

令和２年４月１日
現　在

平均給料月額　(円) 279,545

平均給与月額　(円) 319,773

平均年齢　　　(歳) 42.67

手 当 △910
その他の
増減分

区 分 企 業 職

制度改正に
伴う増減分

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備　考
（千円）

給 料 △2,165

給与改定に
伴う増減分

昇級、昇格に
伴う増加分

その他の
増減分
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(３) 級別職員数

（級別の標準な職務内容）

　(２) 初任給

182,200

154,900

一般職

182,200

154,900

企業職

大　学　卒

高　校　卒

区分

企業職

構成比
（％）

平成31年
４月１日

現在

33.3

33.3

33.3

100 

１級 1

計 3

３級 0

２級 0

５級 1

４級 0

６級

級 級
職員数
（人）

６級 1

区分

計

１級

２級

３級

４級

５級

構成比
（％）

3

1

0

0

0

1

1

職員数
（人）

33.3

33.3

33.3

課　　長

６　級

主　　幹

５　級３　級

係　　長

４　級

技　　師

主　　事

２　級

令和２年
４月１日
現在

区分
企業職

100 

技　　師

主任技師

主任主事

主　　事

技 師 補

主 事 補

区    分 １　級

企　業　職
(一般職と同じ)
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(４) 期末手当・勤勉手当

６月 12月

本 年 度 2.250 2.250 4.50 有

前 年 度 2.225 2.225 4.45 有

一般職の制度 2.250 2.250 4.50 有

(５) 定年退職及び早期退職募集制度に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

(６) その他の手当

同　　上

35年
勤続の者

区　　分

区　　分

支給期別支給率

20年
勤続の者

25年
勤続の者

一般職の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075

住　居　手　当 同

最高限度

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

47.709

区　　　　　分 一般会計の制度と異同 差異の内容

47.709

47.709

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

定年前早期
退職特例措置

(３％～45％加算)

支給率
合計

（月計）

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

その他の
加算措置

備　　　考

備考
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１　過年度議決に係る分

令和２年度 30,382 6,633 23,749

91,146 令和３年度

事業予定額 から 91,146 20,339 70,807

151,634 令和５年度

２　本年度議決に係る分

令和２年度 6,750 6,750 0

8,250 令和３年度

事業予定額 から 8,250 8,250 0

15,000 令和４年度

令和２年度 10,250 1,640 8,610

10,250

事業予定額 10,250 1,640 8,610

20,500

水道台帳
整備業務
委 託 令和３年度

期　間 金 額 期　間 企業債

固定資産
台帳整備
業務委託

その他金 額
国県
補助
金

令和元年度 30,106

給水
収益

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前年度末までの
支 払 義 務 発生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

企業債

事 項 限 度 額

その他

前年度末までの
支 払 義 務 発生
( 見 込 ) 額

左 の 財 源 内 訳

企業会計
事務等業
務 委 託

債務負担行為に関する調書

給水
収益

金 額期　間

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

国県
補助
金

（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

期　間 金 額
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（単位：千円）

１ 固　　定　　資　　産

(１)

イ 土 地 88,364

ロ 建 物 181,105

減 価 償 却 累 計 額 △ 107,653 73,452

ハ 構 築 物 4,940,194

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,007,374 2,932,820

二 機 械 及 び 装 置 1,457,265

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,116,139 341,126

ホ 車 輌 運 搬 具 1,162

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,104 58

ヘ 工 具 器 具 備 品 9,467

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,088 379

ト 建 設 仮 勘 定 50,604

有 形 固 定 資 産 合 計 3,486,803

(２)

イ 水 利 権 2,590

ロ 電 話 加 入 権 473

ハ その他無形固定資産 0

無 形 固 定 資 産 合 計 3,063

固 定 資 産 合 計 3,489,866

２ 流　　動　　資　　産

(１) 27,529

(２)

イ 上 水 道 給 水 未 収 金 29,558

ロ 簡易水道給水未収金 9

ハ 未 収 消 費 税 還 付 金 706 30,273

(３) △ 712 29,561

(４) 1,176

流 動 資 産 合 計 58,266

資 産 合 計 3,548,132

未 収 金

未 収 貸 倒 引 当 金

令和２年度 南伊豆町水道事業会計予定貸借対照表

（令和３年３月31日）

有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

資　　産　　の　　部

無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品
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３ 固　　定　　負　　債

(１) 936,770

固 定 負 債 合 計 936,770

４ 流　　動　　負　　債

(１) 84,356

(２) 20,766

(３) 1,111

(４) 403

流 動 負 債 合 計 106,636

５ 繰　　延　　収　　益

(１)

イ 国 県 補 助 金 634,362

収 益 化 累 計 額 △ 249,044 385,318

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 254,664

収 益 化 累 計 額 △ 176,004 78,660

ハ 工 事 負 担 金 663,875

収 益 化 累 計 額 △ 351,802 312,073

二 他 会 計 補 助 金 215,883

収 益 化 累 計 額 △ 45,579 170,304

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額 0 0

長 期 前 受 金 合 計 946,355

負 債 合 計 1,989,761

６ 資　　本　　金

(１) 1,545,074

資 本 金 合 計 1,545,074

７ 剰　　余　　金

(１)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,407

ロ そ の 他 資 本 剰 余 金 7,556

資 本 剰 余 金 合 計 10,963

(２)

イ 当 年 度 未 処 分 利 益

剰 余 金 2,334

利 益 剰 余 金 合 計 2,334

剰 余 金 合 計 13,297

資 本 合 計 1,558,371

負 債 資 本 合 計 3,548,132

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

未 払 金

利 益 剰 余 金

負　　債　　の　　部

企 業 債

引 当 金

長 期 前 受 金
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成

している。

　(１)　資産の評価基準及び評価方法

イ たな卸資産(貯蔵品)

先入先出法による原価法

　(２)　固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

定額法

主な耐用年数

建物 10年 ～ 50年

構築物 10年 ～ 60年

機械及び装置 ８年 ～ 20年

車両運搬具 ３年 ～ ５年

器具工具及び備品 ３年 ～ 15年

ロ 無形固定資産

定額法

主な耐用年数

水利権 20年

ソフトウェア ５年

　(３)　引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

退職手当組合に加入しており、当該組合に負担金を拠出し積立金の不足等に

応じて発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため計上しない。

ロ 賞与引当金

　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、実績等による回収不能見込額を計上している。職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見

込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ハ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

二 貸倒引当金

債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。

　(４)　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

重要な会計方針及び財務諸表注記

- 16 -



２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

間接法による。

(１)　重要な非資金取引

イ 現物出資の受入による資産の取得

該当事項無し。

ロ 資産の交換

該当事項無し。

ハ ファイナンス・リース取引による資産の取得

該当事項無し。

二 ＰＦＩ契約等による資産の取得

該当事項無し。

３　予定貸借対照表等に関する注記

該当事項無し。

  (２) 企業債の償還に要する資金の全部または一部を、一般会計または他の特別会計に

　　 おいて負担している場合、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌

     日から起算して１年以内に償還のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見

  　 込まれる額は3,196,968円である。

  (３) 保証債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに準ずる債務

該当事項無し。

４　セグメント情報に関する注記

報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

５　減損損失に関する注記

　(１)　減損の兆候について

イ 固定資産のグループ化の方法

水道事業に使用している固定資産については、すべての固定資産が一体となって

キャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの固定資産グループとし

ている。

ロ 認められた減損の兆候の概要

減損の兆候は認められなかった。

ハ 減損損失を認識するに至らなかった理由

該当事項無し。

(１) 資産が担保に提供されている場合
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６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

該当事項無し。

７　重要な後発事象に関する注記

該当事項無し。

８　その他の注記

イ

ロ

当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金910,000円を

取り崩す予定である。

ハ

当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福

利引当金175,000円を取り崩す予定である。

二

当年度において、不能欠損による損失を計上するため、貸倒引当金45,000円を取

り崩す予定である。

(２)　みなし償却制度の廃止に伴う経過について

平成26年３月31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で

現に資本剰余金として整理している額のうち、該当資産との対応関係の把握が不可

能であったものについては、現存する資産（補助金等が充当されていないことが明

らかな資産を除く。）を対象とし、補助金充当率を用いた按分により整理している。

賞与引当金

法定福利費引当金

貸倒引当金

(１)　引当金の取崩しについて

退職給付引当金

該当事項無し。
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（単位：千円）

１

(１) 給 水 収 益 218,454

(２) そ の 他 営 業 収 益 7,694 226,148

２

(１) 原水浄水送水配水給水費 54,591

(２) 受 託 工 事 費 393

(３) 総 係 費 95,558

(４) 減 価 償 却 費 147,083

(５) 資 産 減 耗 費 791

(６) そ の 他 営 業 費 用 60 298,476

△ 72,328

３

(１) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3

(２) 雑 収 益 310

(３) 他 会 計 補 助 金 46,800

(４) 長 期 前 受 金 戻 入 37,064 84,177

４

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費 17,735

(２) 雑 支 出 46 17,781 66,396

５

(１) 予 備 費 909 909 △909

△6,841

６

(１) 過 年 度 損 益 修 正 損 0 0 0

△6,841

32,242

0

25,401

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

予 備 費

経 常 利 益

令和元年度 南伊豆町水道事業予定損益計算書(前年度)

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

特 別 損 失

当 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１ 固　　定　　資　　産

(１)

イ 土 地 88,364

ロ 建 物 181,105

減 価 償 却 累 計 額 △ 104,946 76,159

ハ 構 築 物 4,854,378

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,913,896 2,940,482

二 機 械 及 び 装 置 1,425,402

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,068,589 356,813

ホ 車 輌 運 搬 具 1,162

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,104 58

ヘ 工 具 器 具 備 品 9,516

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,088 428

ト 建 設 仮 勘 定 43,629

有 形 固 定 資 産 合 計 3,505,933

(２)

イ 水 利 権 2,825

ロ 電 話 加 入 権 473

ハ その他無形固定資産 16

無 形 固 定 資 産 合 計 3,314

固 定 資 産 合 計 3,509,247

２ 流　　動　　資　　産

(１) 96,267

(２)

イ 上 水 道 給 水 未 収 金 20,487

ロ 簡易水道給水未収金 9

ハ そ の 他 営 業 未 収 金 0 20,496

(３) △ 716 19,780

(４) 783

流 動 資 産 合 計 116,830

資 産 合 計 3,626,077

未 収 金

未 収 貸 倒 引 当 金

令和元年度 南伊豆町水道事業会計予定貸借対照表（前年度）

（令和２年３月31日）

有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

資　　産　　の　　部

無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品
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３ 固　　定　　負　　債

(１) 998,125

固 定 負 債 合 計 998,125

４ 流　　動　　負　　債

(１) 81,298

(２) 21,036

(３) 1,085

(４) 403

流 動 負 債 合 計 103,822

５ 繰　　延　　収　　益

(１)

イ 国 県 補 助 金 624,150

収 益 化 累 計 額 △ 235,616 388,534

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 254,664

収 益 化 累 計 額 △ 170,063 84,601

ハ 工 事 負 担 金 645,195

収 益 化 累 計 額 △ 334,357 310,838

二 他 会 計 補 助 金 215,883

収 益 化 累 計 額 △ 45,579 170,304

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額 0 0

長 期 前 受 金 合 計 954,277

負 債 合 計 2,056,224

６ 資　　本　　金

(１) 1,533,488

資 本 金 合 計 1,533,488

７ 剰　　余　　金

(１)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,408

ロ そ の 他 資 本 剰 余 金 7,556

資 本 剰 余 金 合 計 10,964

(２)

イ 当 年 度 未 処 分 利 益

剰 余 金 25,401

利 益 剰 余 金 合 計 25,401

剰 余 金 合 計 36,365

資 本 合 計 1,569,853

負 債 資 本 合 計 3,626,077

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

未 払 金

利 益 剰 余 金

負　　債　　の　　部

企 業 債

引 当 金

長 期 前 受 金
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を

作成している。

　(１)　資産の評価基準及び評価方法

イ たな卸資産(貯蔵品)

先入先出法による原価法

　(２)　固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

定額法

主な耐用年数

建物 10年 ～ 50年

構築物 10年 ～ 60年

機械及び装置 ８年 ～ 20年

車両運搬具 ３年 ～ ５年

器具工具及び備品 ３年 ～ 15年

ロ 無形固定資産

定額法

主な耐用年数

水利権 20年

ソフトウェア ５年

　(３)　引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

退職手当組合に加入しており、当該組合に負担金を拠出し積立金の不足等に

応じて発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため計上しない。

ロ 賞与引当金

　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、実績等による回収不能見込額を計上している。職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見

込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ハ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

二 貸倒引当金

債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。

　(４)　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

重要な会計方針及び財務諸表注記（前年度）
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２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

間接法による。

(１)　重要な非資金取引

イ 現物出資の受入による資産の取得

該当事項無し。

ロ 資産の交換

該当事項無し。

ハ ファイナンス・リース取引による資産の取得

該当事項無し。

二 ＰＦＩ契約等による資産の取得

該当事項無し。

３　予定貸借対照表等に関する注記

該当事項無し。

  (２) 企業債の償還に要する資金の全部または一部を、一般会計または他の特別会計に

　　 おいて負担している場合、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌

     日から起算して１年以内に償還のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見

     込まれる額は1,972,380円である。

  (３) 保証債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに準ずる債務

該当事項無し。

４　セグメント情報に関する注記

報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

５　減損損失に関する注記

　(１)　減損の兆候について

イ 固定資産のグループ化の方法

水道事業に使用している固定資産については、すべての固定資産が一体となって

キャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの固定資産グループとし

ている。

ロ 認められた減損の兆候の概要

減損の兆候は認められなかった。

ハ 減損損失を認識するに至らなかった理由

該当事項無し。

(１) 資産が担保に提供されている場合
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６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

該当事項無し。

７　重要な後発事象に関する注記

該当事項無し。

イ

ロ

当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金1,226,000円を

取り崩した。

ハ

当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福

利引当金238,000円を取り崩した。

二

当年度において、不能欠損による損失を計上するため、貸倒引当金390,000円を取

り崩す予定である。

賞与引当金

法定福利費引当金

貸倒引当金

８　その他の注記

(１)　引当金の取崩しについて

退職給付引当金

該当事項無し。
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令 和 ２ 年 度

南 伊 豆 町 水 道 事 業 会 計

予 算 実 施 計 画 説 明 書



収　　入

１ 水道事業収益 320,503 330,167 △ 9,664

　１ 営業収益 250,673 252,061 △ 1,388

１ 給水収益 242,400 243,600 △ 1,200

３ その他営業収益 8,273 8,461 △ 188

  ２ 営業外収益 69,830 78,106 △ 8,276

１ 受取利息及び 3 3 0

　 配当金

２ 雑収益 345 324 21

５ 他会計補助金 32,668 40,822 △ 8,154

６ 長期前受金戻入 36,814 36,957 △ 143

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和２年度 南伊豆町水道事業会計予算実施計画説明書

款 ・ 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増　減　額
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(単位：千円)

節 金 額 附 記

１ 上水道料金 242,400 上水道料金

１ 手数料 80 給水装置検査・水道使用証明料等

２ 材料売却収益 60 量水器等材料売却代金

４ 給水負担金 1,500 給水装置の新設又は口径変更負担金

５ 企業会計事務等委託料 6,633 収納事務に係る下水道事業負担金

１ 預金利子 3 預金利子

１ 不用品売却収益 1

３ その他雑収益 344 浄水場駐車場使用料・督促手数料

１ 他会計補助金 32,668 一般会計補助金

１ 国県補助金戻入 13,428 国県補助金の減価償却見合い分

２ 受贈財産評価額戻入 5,941 受像財産評価額の減価償却見合い分

３ その他長期前受金戻入 17,445 工事負担金等の減価償却見合い分

明 細
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支　　出

１ 水道事業費用 338,499 329,125 9,374

　１ 営業費用 318,117 307,518 10,599

45,462 62,065 △ 16,603

２ 受託工事費 410 393 17

３ 総係費 126,144 99,963 26,181

目 当年度予定額 前年度予定額 増　減　額款 ・ 項

１ 原水浄水送水
   配水給水費
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(単位：千円)

節 金 額 附 記

９ 備消耗品費 100 各施設管理用消耗品等

10 燃料費 169 車両燃料費

電気工作物保安点検

火災報知器点検

廃棄物処理等

水道用地借地料　　　　  　　　   360

東京電力共架料他　　　   　　　  307

上水道施設修繕費　　　　　　　12,100

貯蔵品振替             　　　　2,095

15 動力費 26,400 水道施設電気料

17 材料費 1,800 修繕工事に伴う材料費

19 会費負担金 1,265 青野大師ﾀﾞﾑ維持管理負担金

37 貸倒引当金繰入額 45 水道料金貸倒引当金

25 新設給水工事請負費 410 貯蔵品振替

１ 給料 3,897 職員２名分給料

２ 手当等 1,238 住居・通勤・期末勤勉手当等

３ 賞与引当金繰入額 294 賞与引当金

共済組合負担金　      　　　   1,242

退職手当組合負担金　   　　　    585

７ 法定福利引当金繰入額 60 法定福利引当金

８ 旅費 87 普通旅費

９ 備消耗品費 64 事務用備消耗品費

10 燃料費 36 LPｶﾞｽ代

電話・専用回線使用料　    　　　 386

納付書等郵便料他　     　　　    474

水道施設維持管理業務

水道料金等検針収納業務

その他委託料

電算ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料　         　　　 1,013

駐車場使用料他          　　　    28

14 修繕費 100 車両等修繕

日本水道協会　            　　　 103

日本水道協会静岡県支部　  　　　  32

その他会費負担金等　    　　　   376

13 賃借料 1,041

19 会費負担金 511

６ 法定福利費 1,827

11 通信運搬費 860

12 委託料 115,384

12 委託料 821

13 賃借料 667

14 修繕費 14,195

明 細
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５ 減価償却費 143,986 142,982 1,004

６ 資産減耗費 2,055 2,055 0

７ その他営業費用 60 60 0

　２ 営業外費用 19,382 20,607 △ 1,225

１ 支払利息及び 16,332 17,557 △ 1,225

　 企業債取扱諸費

２ 雑支出 50 50 0

３ 消費税 3,000 3,000 0

　３ 予備費 1,000 1,000 0

１ 予備費 1,000 1,000 0

款 ・ 項 目 増　減　額当年度予定額 前年度予定額
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(単位：千円)

節 金 額 附 記

水道賠償責任            　　　 　105

自動車損害　            　　　    40

町有建物災害共済他        　　　 555

21 印刷製本費 45 メカクシール

水利権減価償却費　          　   235

その他無形固定資産減価償却費　 　 16

30 固定資産除却費 2,050 固定資産除却費

31 たな卸資産減耗費 5 たな卸資産減耗費

32 材料売却原価 60 材料売却原価

財政融資資金利息　      　     9,908

金融機構資金利息　             6,374

34 一時借入金利息 50 一時借入金利息

35 その他雑支出 50 その他雑支出　                   

36 消費税 3,000 消費税関係                  

70 予備費 1,000

有形固定資産減価償却費

29 無形固定資産
　 減価償却費

251

明 細

33 企業債利息 16,282

20 保険料 700

28 有形固定資産
　 減価償却費

143,735
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収　　入

１ 資本的収入 67,206 58,389 8,817

11,586 2,169 9,417

１ 一般会計繰入金 11,586 2,169 9,417

　２ 国県補助金 11,530 14,490 △ 2,960

１ 国県補助金 11,530 14,490 △ 2,960

　３ 企業債 23,000 28,900 △ 5,900

１ 企業債 23,000 28,900 △ 5,900

21,090 12,830 8,260

21,090 12,830 8,260

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目 当年度予定額 前年度予定額 増　減　額

　１ 他会計
   　繰入金

　５ 建設改良
　　 工事負担金

１ 建設改良
   工事負担金

款 ・ 項
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(単位：千円)

節 金 額 附 記

地方公営企業繰出基準内繰入金　3,196

基準外繰入金　　　　　　　　　8,390

１ 国県補助金 11,530 生活基盤施設耐震化等交付金

１ 企業債 23,000 金融機構資金

消火栓増径負担金　　　　　　 20,090

その他工事負担金　　　　　　　1,000

明 細

１ 一般会計繰入金 11,586

１ 建設改良工事負担金 21,090
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支　　出

１ 資本的支出 220,163 191,864 28,299

　１ 建設改良費 128,865 110,318 18,547

１ 水道施設改良費 128,865 110,318 18,547

81,298 71,546 9,752

１ 企業債償還金 81,298 71,546 9,752

　３ 予備費 10,000 10,000 0

１ 予備費 10,000 10,000 0

　２ 企業債
     償還金

款 ・ 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増　減　額
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(単位：千円)

節 金 額 附 記

１ 給料 2,253 技術職員１名分給料

２ 手当等 525 扶養・通勤・期末勤勉等

３ 賞与引当金繰入額 630 賞与引当金

共済組合負担金　　　　　　  　  762

退職手当組合負担金　   　       338

７ 法定福利引当金繰入額 127 法定福利引当金

水道台帳整備業務

固定資産台帳整備業務等

17 材料費 500 配水管布設替等資材等購入費

生活基盤耐震化等交付金事業(吉祥)

生活基盤耐震化等交付金事業(一條)

蝶ヶ野配水管布設替工事その１

蝶ヶ野配水管布設替工事その２

浄水場監視システム更新工事

遠方監視装置設置工事

その他工事費

財政融資資金元金　     　    51,522

金融機構資金元金　     　    29,776

70 予備費 10,000

106,230

53 企業債償還金 81,298

６ 法定福利費 1,100

12 委託料 17,500

50 工事請負費

明 細
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